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議案第1号

市長,副市長,教育委員会教育長及び事業管理者の給与の特例に関する

条例の一部を改正する条例の制定にっいて

市長,副市長,教育委員会教育長及び事業管理者の給与の特例に関する条例

の一部を改正する条例を次のように制定する。

令和 2年6月1日提出

市長,副市長,教育委員会教育長及び事業管理者の給与の特例に関する'

条例の一部を改正する条例

市長,副市長,教育委員会教育長及び事業管理者の給与の特例に関する条例

(平成25年八千代市条例第13号)の一部を次のように改正する。

第 1条中「この条例の施行の日から平成 2 9年5月2 5日」を「令和 2年6

月1日から令和 3年3月3 1日」に,「,市長にあってはその 10 0分の 2 7

5 に相当する額を,副市長にあってはその 100分の 15 に相当する額を,

教育長及び事業管理者にあってはその 100分の 7.5」を「その 100分の

1 0」に改める。

附則

この条例は,公布の日から施行し,改正後の第 1条の規定は,令和 2年6月

1日から適用する。

' 1 ・

八千代市長服部友則

提案理由

市長,副市長,教育長及び事業管理者の給与の額を減額するため,条例を改

正いたしたい。





議案第2号

八千代市税条例等の一部を改正する条例の制定にっいて

八千代市税条例等の一部を改正する条例を次のように制定する。

令和2年6月1日提出

八千代市税条例等の一部を改正する条例

(八千代市税条例の一部改正)

第1条八千代市税条例(昭和29年八千代市条例第26号)の一部を次のよ

うに改正する。

第24条第 1項第2 号中「寡夫」を「ひとり親」に改める。

第 34条の 2 中「第 1 2項」を「第 11項」に,「寡婦(寡夫)控除額」

を「寡婦控除額,ひとり親控除額」に,「第7項」を「第6項」に改める。

第3 6 条の 2第 1項ただし書中「第3 14条の 2第 5 項」を「第3 14条

の 2第4項」に改める。

第36条の 3の2の見出し中「扶養親族等申告書」を「扶養親族申告書」

に改め,同条第 1項第3号を削り,同項第4号を同項第3号とする。

第36条の 3 の 3 の見出し中「扶養親族等申告書」を「扶養親族申告書」

に改め,同条第 1項中「若しくは単身児童扶養者である者」を削り,同項第

3号を削り,同項第4号を伺項第3号とする。

第4 8 条第2項中「第6 6 条の 7第4項及び第 10項」を「第6 6 条の 7

第5項及び第 11項」に改める。

第5 4条第2項中「登録されている」を「登録がされている」に改め,.同

条第4項中「によって」を「により」に,「においては」を「には」に改め,

「これを」を削り,「課する」を「課することができる」に改め,同項に後

段として次のように加える。

この場合において,市は,当該登録をしようとするときは,あらかじめ,

その旨を当該使用者に通知しなけれぱならない。

八千代市長服部友則

・ 3 ・



第 5 4 条第 7 項中「第 1 0 条の 2 の 1 2」を「第 1 0 条の 2 の 1 5」に改

め,同項を伺条第 8 項とし,同条第 6 項中「{こよって」を「に上り」に, f

第4 9 条の 2」を「第 4 9 条の 3」に,「みなす」を「みなすことができる

」に改め,同項を同条第 7 項とし,同条第 5 項中「によ 0 て」を「により」

に,「に諮いては」を「には」に,「登録されている」を「登録がされてい

る」に,「みな勺、」を「みな寸ことができる」に改め,価リ頁を伺条第 6 項と

し,伺条第4項の次に次の 1項を加える。

5 法第343条第5項に規定する探索を行ってもなお固定資産の所有者の

存在が不明である場合(前項に規定する場合を除く。)には,その使用者

を所有者とみなして,固定資産課税台帳に登録し,その者に囿定資産税を

課することができる。この場合において,市は,当該登録をしようとする

ときは,あらかじめ,その旨を当該使用者に通知しなけれぱならない。

第 6 1条第 9 項及び第 1 0 項中「第 3 4 9 条の 3 第 1 2 項」を「第 3 4 9

条の 3第 11項」に改める。

第6 1条の 2 の見出し及ぴ同条第 1項中「第3 4 9 条の 3第 2 8項」を「

第 3 4 9 条の 3第 2 7項」に改め,同条第 2項中 f第 3 4 9 条の 3第 2 9項

」を「第 3 4 9 条の 3第 2 8項」に改め,同条第 3項中「第 3 4 9 条の 3 第

3 0 項」を「第 349 条の 3 第 2 9 項」に改める。

第94条第2項に次のただし書を加える。

ただし,1本当たりの重量が 0.フグラム末満の葉巻たばこの本数の算

定にっいては,当該葉巻たぱこの 1本をもって紙巻たばこの0.7本に換

算寸るものとする。

第94条第4項中「左欄に掲げる製造たぱこ」の次に「(同項ただし書に

規定する葉巻たばこを除く。)」を加える。

第 9 6 条第3項を同条第4項とし,同条第2項中「前項」を「第 1項(法

第4 6 9 条第 1項第 3 号又は第4号に係る部分に限る。)」に,「第 16 条

の 2 の 3」を「第 16条の 2 の 3第 2項」に,「提出しない場合には,適用

しない」を「提出している場合に限り,適用する」に改め,同項を同条第3

項とし,同条第 1項の炊に炊の 1項を加える。

2 前項(法第4 69 条第1項第1号又は第 2号に係る部分に限る。)の.規

・ 4 ・



定は,卸売販売業者等が,同条第1項第1号又は第2号に掲げる製造たば

この売渡し又は消費等について,第98条第1項又は第2項の規定による
、

申告書に前項(法第469条第1項第1号又は第2号に係る部分に限る。

)の適用を受けようとする製造たばこに係るたばこ税額を記載し,かっ,

施行規則第16条の2の3第1項に規定する書類を保存してぃる場合に限

り,適用する。

第 9 8条第 1項中「第9 6条第2項」を「第9 6 条第3項」に改める。

第 13 1条第6項中「第54条第6項」を「第54条第 7項」に改める。

第152条第2項中「第349条の3第10項から第12項まで,第22

項から第 2 4 項まで,第 2 6 項,第 2 8 項から第 3 1項まで,第 3 3 項又1,よ

第 3 4項」を「第 3 4 9 条の 3 第9 項から第 11項まで,第2 1項から第2

3 項まで,第2 5項,第2 7項から第 3 0項まで,第 3 2項又は第3 3 項」

に改める。

附則第3条の2第1項中「特例基準割合(当該年の前年に」を「延滞金特

例基準割合(平均貸付割合(」に,「の規定により告示された割合」を「に

規定する平均貸付割合をいう。次項において同じ。)」に,「この条におい

て同じ」を「この項において同じ」に改め,「(以下この条において「特例

基準割合適用年」という。)」を削り,「当該特例基準割合適用年」を「そ

の年」に,「特例基準割合に」を「延滞金特例基準割合に」に改め,同条第

2項中「特例基準割合適用年中」を「各年の平均貸付割合に年0,5パーセ

ントの割合を加算した割合が年7.3パーセントの割合に満たない場合には,

その年中」に,「当該特例基準割合適用年」を「その年」に,「特例基準割

会と」を「当該加算した割合と」に改める。

附則第4条第 1項中「特例基準割合」を功口算した割合」に改める。

附則第8条第1項中「令和3年度」を「令和6年度」に改める。

附則第 1 0 条中「又は第 1 5 条の 3 の 2」を「,第 15 条の 3 の 2,第 6

1条又は第6 2 条」に,「又は法」を「又は」に,「若しくは第 15 条の 3

の 2」を「,第 1 5 条の 3 の 2,第 6 1条若しくは第 6 2 条」に改める。

附則第 10条の2第 2項を削り,同条第 3項中「附則第 15条第2項第6

号」を耶付則第 15 条第2項第5 号」に改め,同項を同条第 2項とし,同条

' 5,



第4項を同条第 3項とし,岡条第 5 項中「1淋則第 15 条第 3 3項第 1号イ」

を「11付則第 1 5 条第 3 0 項第 1 号イ」に改め,例項を制条第 4 項とし,伺条

第 6 項中「附則第 15 条第 3 3項第 1 号口」を「附則第 15 条第 3 0 項第 1

号力」に改め,同項を同条第 5 項とし,同条第 7 項を削り,同条第8 項中「

附則第 15 条第 3 3項第 1号二」を「1琳則第 15 条第 3 0項第 1号ハ」に改

め,同項を同条第6 項とし,同条第 9項中「1肘則第 15 条第 3 3 項第 1号ホ

」を「附則第 15 条第3 0項第 1号二」に改め,同項を伺条第 7項とし,同

条第 10項中「附則第 15 条第 3 3項第 2 号イ」をΠ射則第 15 条第 3 0項

第 2 号イ」に改め,同項を同条第8 項とし,同条第 11項中「附則第 15 条

第 3 3項第 2 号口」を印付則第 15 条第 3 0項第 2 号口」に改め,同項を同

条第9項とし,同項の次に次の 1項を加える。

10 法附則第15条第30項第2号ハに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は,4分の 3とする。

附則第 10条の 2第 12項中邦付則第 15条第33項第 3号イ」を「附則

第 15 条第 3 0項第 3 号イ」に改め,同項を同条第 11項とし,同条第 13

項中「附則第 15 条第 3 3 項第 3 号口」を「附則第 15、条第3 0項第 3 号口

」に改め,同項を同条第 12項とし,同条第 14項中「附則第 15条第 3 3

項第3号ハ」を「附則第 15条第30項第3号ハ」に改め,同項を同条第 1

3項とし,同条第 15項中「附則第 15 条第44項」を「附則第 15 条第 3

8項」に改め,同項を同条第14項とし,同条第 16 項中耶付則第15条第

4 7 項」を「附則第 1 5 条第4 1項」に改め,,同項を同条第 15 項とし,同

条第17項を同条第 16項とし,同条に次の 1項を加える。

17 法附則第62条に規定する市町村の条例で定める割合は,・ 0とする。

附則第 11条の 2の見出し中「平成3 1年度」を「令和元年度」に改め,

同条第1項中「平成3 1年度分」を「令和元年度分」に改め,同条第 2項中

「平成31年度適用土地又は平成31年度類似適用士地」を「令和元年度適

用土地又は令和元年度類似適用士地」に改める。

附則第 12条,第 13条,第 13条の 3及び第 15条第 1項中「又は法」

を「又は」に改める。

附則第 15条の 3第 2項中「令和 2年9月3 0日」を「令和 3年3月3 1

・ 6 ・



日」に改める。

附則第 17条第 1項中「第3 5 条の 2第 1項」の次に「,第 3 5条の 3第

1項」を加える。

附則第 17条の 2第 1項及び第2項中「令和 2年度」を「令和 5年度」に

改め,同条第3項中「第3 5条の 2」を「第3 5条の 3」に改める。

附則第 19 条から第 19条の 5 まで,第 2 0条,第2 0 条の 3及び第2 0

条の4 中「第 19項」を「第 18項」に,「又は法」を「又は」に改める。

附則第 2 2 条の 2 中「第 17項,第 2 3 項,第 24項,第 2 6 項,第 2 7

項,第 3 1項,第 3 5 項,第4 2項,第 4 3 項又は第4 7 項」を「第 1 8 項,

第 2 2 項,第 2 4 項,第 2 9 項,第 3 3 項,第 3 7項ゞ第 3 8 項,第4 2 項

から第4 4項まで若しくは第4 8項又は第6 1条」に,「第 3 4項」を「第

3 3 項」に,「又は法附則第 15条」を「又は附則第 15 条若しくは第6 1

条」に改める。

附則に炊の 1条を加える。

(新型コロナウィルス感染症等に係る徴収猶予の特例に係る手続)

第32条第9条第7項の規定は,法附則第59条第3項において準用する

法第15条の2第8項に規定する条例で定める期間にっいて準用する。

第2条八千代市税条例の一部を扶のように改正する。

第 19 条中「第 3 2 1条の 8第 2 2項及び第2 3項の申告書に」を「第3

2 1条の 8第3 4項及び第.3 5 項の申告書に」に,「においては」を「には

」に改め,同条第4 号中「によって」を「により」に改め,同条第 5 号中「

第4項又は第 19項」を「又は第3 1項」に改め,同条第6 号中「第 3 2 1

条の 8第 2 2項及び第 2 3項」を「第 3 2 1条の 8第 34項及ぴ第3 5項」

に改める。

第2 0条中「及び第4項」を削る。

第 23条第3項中「規定する収益事業」の次に「(以下この項及び第31

条第2項の表の第 1号において「収益事業」という。)」を加え,「第3 1

条第 2項の表の第 1号」を「同号」に,「第4 8 条第 10項から第 12項」

を,「第4 8条第 9項から第16項」に改める。

第31条第2項の表第1号オ中「第292条第1項第4号の5」を「第2

・フ・



9 2 条第 1項第4 号の 2」に改め,同条第 3 項'・1、,「,伺項第 2 号の連結司工業

年度側始の日から6月の捌脚若しくは同項第3号の述結法人税額の課税標準

の算定捌削又は同項第4 号」を「若しくは同項第 2 号の1姻朋又は同項第3号

」に改める。

第 4 8 条第 1項中「第4 項,第 1 9 項,第 2 2 項及び第 2 3 項」を「第 3

1項,第 3 4 項及び第 3 5 項」に,「第 1 0 項,第 11項及び第 1 3 項」を

「第 9 項,第 1 0項及び第 1 2 項」に,「第 4 項,第 1 9 項及び第 2 3 項」

を「第 3 1項及び第 3 5 項」に,「同条第 2 2 項」を「同条第 34 項」に,

「第 3 項」を「第 2項後段」に改め,同条第 2 項中「第6 6 条の 7第5 項及

び第 11項又は第6 8 条の 9 1第4項及び第 10 項」を「第6 6 条の 7第4

項及ぴ第 1 0 項」に,「第 3 2 1条の 8 第 2 4 項」を「第 3 2 1条の 8 第 3

6 項」に改め,同条第3項中「第66条の 9 の 3第4項及び第 10項又は第

6 8条の 9 3 の 3第4項及び第 10項」を「第 6 6 条の 9 の 3第 3項及び第

9 項」に,「第 3 2 1条の 8 第25 項」を「第 3 2 1条の 8 第 3 7項」に改

め,同条第4 項中「第 3 2 1条の 8 第 2 6 項」を「第 3 2 1条の 8 第 3 8 項

」に改め,同条第 5 項中「第 3 2 1条の 8 第 2 2 項」を「第 3 2 1条の 8 第

3 4項」に,「同条第 2 1項」を「同条第 3 3 項」に,「,・第4項又は第 1

9 項」を「又は第 3 1項」に,「同条第 2 3項」を「同条第3 5項」に改め,

同条第6 項中「,第4項又は第 19 項」を「又は第 3 1項」に,「同条第 2

2 項J を「同条第 3 4 項」に,「第 3 2 1 条の 8 第2 3 項」を「第 3 2 1条

の 8 第 3 5項」に改め,同条第 7 項中「第 3 2 1条の 8 第 2 2項」を「第 3

2 1条の 8 第 3 4項」に,「,第4項又は第 19 項」を「又は第 3 1項」に

改め,同項第 2 号中「第 3 2 1条の 8 第 2 3項」を「第 3 2 1条の 8 第 3 5

項」に改め,同条第 9項を削り,同条第 10項中「第 3 2 1条の 8第4 2項

」を「第 3 2 1条の 8 第 5 2 項」に,「同条第4 2 項」を「同条第 5 2項」

に,「第 12項」を「第1 1項」に改め,同項を同条第9項とし,同条第 1

1項を伺条第 10 項とし,同条第 12項中「第 10項」を「第9項」に改め,

同項を同条第11項とし,同条第 13項中「第10項の内国法人」を「第9

項の内国法人」に,「第 7 5条の4第 2項」を「第7 5条の 5第 2項」に,

「第 10項の申告」を「同項の申告」に改め,同項を同条第 12項とし,同
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条第 1 4 項を同条.第 13 項とし,同条第 15 項中「第 13 項」を「第 12 項

」に,「第 10 項」を「第9項」に改め,同項を同条第 1 4項とし,伺条第

16 項中「第 1 3 項前段」を「第 1 2 項前段」に,「第 3 2 1条の 8 第 5 1

項」を「第 3 2 1条の 8 第 6 1項」に,「第 1 0 項」を「第 9 項」に改め,

同項を同条第 15項とし,同条第 17項中「第 13項後段」を「第 12項後

段」に,「第 1 5 項」を「第 1 4 項」に,「第 7 5 条の 4 第 3 項若しくは第

6 項(同法第8 1条の 24 の 3第2項において準用する場合を含む。)」を

「第 7 5 条の 5 第 3 項若しくは第 6 項」に,「第 1 0 項」を「第 9 項」に改

め,同項を同条第 16項とする。

第 5 0 条第 2項中「,第4項又は第 19 項」を「又は第 3 1項」に,「同

条第 2 3項」を「同条第 3 5項」に,「,第2項又は第4項」を「又は第2

項」に改め,同条第 3項中「,第4項又は第 19項」を「又は第3 1項」に

改め,「(同条第2項又は第4項に規定する申告書を提出すべき法人が連結

子法人の場合には,当該連結子法人との間に連結完全支配関係がある連結親

法人(法人税法第2条第12号の6 の7に規定する連結親法人をいう。以下

この項において同じ。)若しくは連結完全支配関係があった連結親法人が法

人税に係る修正申告書を提出し,又は法人税に係る更正若しくは決定を受け

たこと。次項第2号において同じ。)」を削り,同条第4項中「,第4項又

は第 19 項」を「又は第 3 1項」に改める。

第52条第4項から第6項までを削る。

第 9 4 条第 2 項ただし書中「0.フグラム」を「1 グラム」に,「0.フ

本」を「1本」に改める。

附則第3条の 2第2項中「及び第4項」を削る。

附則第 10条中「第6 1条又は第 6 2条」を「第 6 3 条又は第6 4条」に,

「第6 1条若しくは第6 2条」を「第6 3条若しくは第64条」に改める。

附則第 10条の 2第17項中「附則第6 2条」を「附則第6 4条」に改め

る。

・ 9 ・

附則第2 2 条の 2 中「第6 1条」を「第 6 3 条」に改める。

附則第26条第1項中「又は個別帰属法人税額」及び「又は各連結事業年

度分」を削り,同条第2項中「第3 12条第3項第 1号から第2号まで」を



「第 3 12条第 3 項第 1男・及ぴ第 2 号・」に改め,岡条第 3填中「又は個別帰

属法人税附U を削り,同条第4項中「又は述結法人悦額」を削り,同条第 5

項を削り同条第6項中「前 2項」を「前項」に改め,同項を同条第5項と

「j、る。

附則に次の2条を加える。

(新型コロナウィルス感染症等に係る寄附金税額控除の特例)

第33条所得割の納税綻務者が,新型コロナウィルス感染症等の影響に刻

応するための国税関係法律の肌時特例に関寸る法律(令和2年法律第25

号。次条において「新型コロナウィルス感染症特仔11法」という。)第 5 条

第4項に規定する指定行事のうち,市長が指定するものの中止若しくは延

期又はその規模の縮小により生じた当該指定行Ⅲの入場料金,参加料金そ

の他の対価の払戻しを請求する権利の全部又は一部の放棄を同条第1項に

規定する指定期問内にした場合には,当該納税義務者がその放棄をした日

の属する年中に法附則第60条第4項に規定する市町村放棄払戻請求権相

当額の法第314条の7第 1項第3号に掲げる寄附金を支出したものとみ

なして,第 34条の 7の規定を適用する。

(新型コロナウィルス感染症等に係る住宅借入金等特別税額控,除の特伊D

第34条所得割の納税義務者が前年分の所得税につき新型コ ロナウイルス

感染症特例法第6条第4項の規定の適用を受けた場合に浦ける附則第7条

の 3 の2第1項の規定の適用については,同項中「令和 15年度」とある

のは,「令和 16年度」とする。

(八千代市税条例等の一部を改正する条例の一部改正)

第3条八千代市税条例等の一部を改正する条例(令和元年八千代市条例第3

号)の一部を次のように改正する。

第3条のうち,八千代市税条例第24条第1項第2号の改正規定を削る。

附則第1条第3号を次のように改める。

③削除

附則第1条第4号中「(前号に掲げる改正規定を除く。)上を削る。

附則第2条第1項中「平成 31年度」を「令和元年度」に改め,同条第2

項中「平成31.年度分」を「令和元年度分」に改める。
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附則第3条第 1項中「平成31年度分」を「令和元年度分」に改める。

附則第4条を次のように改める。

第4条削除

附則第5 条及び第6条中「平成31年度」を「令和元年度」に改める。

附則第7条中「平成31年度分」を「令和元年度分」に改める。

附則

(施行期日)

第1条この条例は,公布の日から施行する。ただし,炊の各号に掲げる規定

は,当該各号に定める日から施行する。

①第1条中八千代市税条例第94条第2項にただし書を加える改正規定及

び同条第4項の改正規定並びに附則第6条の規定令和2年10月1日

②第1条中八千代市税条例第24条第1項第2号,第34条の2及び第3

6条の2第1項ただし書の改正規定並びに同条例附則第3条の2及び第4

条第1項の改正規定,第2条中同条例附則第10条の改正規定第10条

の2の改正規定,第22条の2の改正規定及び同条例附則に2条を加える

改正規定並びに次条並びに附則第3条第2項及び第3項の規定令和3年

1月1日

③第2条中八千代市税条例第94条第2項ただし書の改正規定及び附則第

7条の規定令和 3年10月1日 イ

④第2条(前2号に掲げる改正規定を除く。)及び附則第4条の規定令

和4年4月1日

⑤第1条中八千代市税条例附則第17条第1項及び第17条の2第3項の

改正規定土地基本法等の一部を改正する法律(令和2年法律第12号)

附則第1項第1号に掲げる規定の施行の日の属する年の翌年の1月1日

(延滞金に関する経過措置)

第2条第 1条の規定による改正後の八千代市税条例(以下「新条伊1」という。

)附則第3条の2の規定は,前条第2号に掲げる規定の施行の日以後の期間

に対応する延滞金について適用し,同日前の期間に対応する延滞金にっいて

は,な羚従前の例による。

(市民税に関する経過措置)
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第3条別段の定めがめるものを除き,新条例の規定中個人の市民悦に関寸る

部分は,令和 2年度以後のイ.戸度分の佃人の市民税について適用し,令和元年

度分までの個人の市民悦については,な翁従前の例による。

2 新条例第 24条第 1項(第2 号に係る部分に限る。),第34条の 2及び

第36条の2第1項の規定は,令和3年座以後の年度分の個人の市民税にっ

いて適用し,令和2年度分までの個人の市民税については,なお従前の例に

よる。

3 令和3年度分の個人の市民税に係る申告沓の提出に係る新条例第36条の

2第1項の規定の適用にっいては,同項ただし腎中「地震保険料控除額」と

あるのは,「地震保険料控除額,ひとり親控除額 U也方税法等の一部を改正

する法律(令和 2年法律第5号)第 1条の規定による改正前の法(以下「旧

法」という。)第2 9 2条第 1項第 11号に規定する寡婦 U日法第 3 14条

の2第3項の規定に該当するものに限る。)又は旧法第292条第1項第1

2号に規定する寡夫である第23条第1項第1号に掲げる者に係るものを除

く。)」と司、る。

4 新条例第36条の 3 の 2第 1項の規定は,この条例の施行の日(以下「施

行日」という。)以後に支払を受けるべき同項に規定する給与にっいて提出

する同項及び同条第2項に規定する申告書について適用する。

5 新条例第36条の 3 の 3第1項の規定は,施行日以後に支払を受けるべき

所得税法佃召和40年法律第33号)第203条の6第1項に規定する公的

年金等(同法第203条の 7 の規定の適用を受けるものを除く。)について

提出する新条例第36条の3の3第1項に規定する申告書について適用する。

第4条附則第1条第4号に掲げる規定による改正後の八千代市税条例の規定

中法人の市民税に関する部分は,伺号に掲げる規定の施行の日(以下この項

及び次項において「4号施行日」という。)以後に開始する事業年度(所得

税法等の一部を改正する法律(令和2年法律第8号)第3条の規定(同法附

則第 1条第5号口に掲げる改正規定に限る。)による改正前の法人税法(昭

和40年法律第34 号。以下この条において「4年旧法人税法」という。)

第2条第12号の7に規定する連結子法人(次項において「連結子法人」と

いう。)の連結親法人事業年度(4年旧法人税法第15条の2第1項に規定
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する連結親法人事業年度をいう。炊項において同じ。)が4号施行日前に開

始した事業年度を除く。)分の法人の市民税にっいて適用する。

2 4号施行日前に開始した事業年度(連結子法人の連結親法人事業年度が4

号施行日前に開始した事業年度を含む。)分の法人の市民税及び4号施行日

前に開始した連結事業年度(4年旧法人税法第15条の2第1項に規定する

連結事業年度をいう。以下この項において同じ。)(連結子法人の連結親法

人事業年度が4号施行日前に開始した連結事業年度を含む。)分の法人の市

民税については,なお従前の例による。

(圖定資産税に関する経過措置)

第5条別段の定めがあるものを除き,新条例の規定中固定資産税に関する部

分は,令和2年度以後の年度分の固定資産税にっいて適用し,令和元年度分

までの固定資産税については,なお従前の例による。

2 新条例第54条第4項の規定は,令和3年度以後の年度分の固定資産税に

ついて適用し,令和2年度分までの固定資産税にっいては,なお従前の仔嘱こ

よる。

3.新条例第54条第5項の規定は,令和3年度以後の年度分の固定資産税に

ついて適用する。

4 平成30年4月1日から令和2年3月3 1日までの間に取得された地方税
L

法等の一部を改正する法律(令和2年法律第5号)第1条の規定による改正

前の地方税法(昭和 25年法律第226 号。次項においてΠ日法」という。

)附則第15条第2項に規定する施設又は設備に対して課する固定資産税に

ついては,なお従前の例による。

5 平成3 0年4月1日から令和 2年3月3 1日までの間に新たに取得された

旧法附則第15条第33項に規定する特定再生可能エネルギー発電設備に対

して課する固定資産税については,なお従前の例による。

(市たぱこ税に関する経過措置)

第6条附則第1条第1号に掲げる規定の施行の日前に課した,又は課すべき

であった葉巻たぱこに係る市たぱこ税にっいては,なお従前の例による。

第7条附則第1条第3号に掲げる規定の施行の日前に課した,又は課すべき

であった葉巻たぱこに係る市たぱこ税にっいては,なお従前の例による。
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(都市計画悦に関寸る経過捫憧)

第8条別段の定めがあるものを除き,新条例の規定中制川T計画税に関する部

分は,令和2年度以後の年度分の都市計西税について適用し,令和元年度分

までの都i翻計画悦については,な船従前の例による。

第9条施行1ヨから都市再生特別措値法等の一部を改正寸る法13 (令和2年法

律第号)の施行の日の前日までのⅢ1における新条例附則第22条の2 の規

定の適用にっいては,伺項中「から第44項まで若しくは第4 8項」とある

のは,「,第4 3 項若しくは第44 項」と司、る。

UX千代市税条例等の一部を改正する条例の一部改正)

第10条八千代市税条例等の一部を改正する条例(平成27年八千代市条例

第24 号)の一部を次のように改正する。

附則第5条第2項第 3 号中「平成 3 1年9月3 0 e」を「令和元年9月3

0日」に改め,伺条第 1 3 項中「平成 3 1年1 0月1日」を「令和元年1 0

同 1日」に改め,同条第 14 項の表第 5 項の項中「平成 3 1年10月3 1日

」を「令和元年10月3 1日」に改め,同表第6項の項中「平成 3 2年3月

3 1日」を「令和 2年3月3 1日」,に改める。

U＼千代市税条例等の一部を改正する条例の一部改正)

第11条八千代市税条例等の一部を改正する条例(平成28年八千代市条例

第 15号)の一部を炊のように改正する。

附則第4条第2項中「平成31年度分」を「令和元年度分」に改める。

(八千代市税条例の一部を改正する条例の一部改正)

第12条八千代市税条例の一部を改正する条例(平成29年八千代市条例第

16号)の一部を炊のように改正する。

附則第 1条第 2号中「平成3 1年10月1日」を「令和元年10月1日」

に改める。

附則第2条第2項中「平成31年度」を「令和元年度」に改める。

(八千代市税条例等の一部を改正する条例の一部改正)

第13条八千代市税条例等の一部を改正する条例(平成30年八千代市条例

第 17号)の一部を炊のように改正する。

附則第2条第1項及び第3条第5項から第17項までの規定中「平成31

,14,



年度」を「令和元年度」に改める。

提案理由

地方税法の一部改正に伴い,条例を改正いたしたい。

・ 15 ・





議案第3号

八千代市都市公園条例の一部を改正する条例の制定にっいて

八千代市都市公園条例の一部を改正する条例を次のように制定する。

令和2年6月1日提出

八千代市都市公園条例の一部を改正する条例

八千代市都市公園条例(昭和43年八千代市条例第19号)の一部を次のよ

うに改正する。

第 12条の見出し中「使用料」を「使用料等」に改め,同条第 1項中「使用

半斗」の次に「又は占用料(以下「使用料等」という。)」を加え,「3 力月」

を「3月」に改め,「おいては,都市公園の使用」の次に「又は占用(以下「

使用等」という。)」を加え,「使用」を「使用等」に改め,同条第2項中「

の使用」を「の使用等」に,「3 力月」を「3月」に,「,使用」を「使用等

」に改め,「際」の次に「に,」を加え,同条第3項中「使用料」を「使用料

等」に改め,「の使用」を「の使用等の期間」に,「1力月」を「1月」に改

める。

第 13条の見出し中「使用料」を「使用料等」に改め,同条中「第6 条の 1

0第 1項の許可」の次に「(以下「既許可」という。)」を加え,「それらの

許可」を「当該既許可」に,「行為又はそれの利用すること」を「使用等」に,

「,その他」を「その他」に,「使用料」を「使用料等」に改める。

第 13条の 2 を第 13条の 3 とし,第 13条の次に次の 1条を加える。

(使用料等の不還付)

第13条の 2 既納の使用料等は,還付しない。ただし,次の各号のいずれか

に該当する場合は,市長は,その全部又は一部を還付することができる。

①使用料等を納付した者の責めに帰することのできない理由によって,既

許可に係る使用等ができなかったとき。

②使用料等を,納付した者が既許可に係る使用等を開始する前に当該既許可

八千代市長服部友則
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の取消しを市長にホし出た場合でめって,その取消しに相当の理由が訪る

と認められるとき。

第 1 7 条中「使用判・」を「使用料・等」に改める。

附則

U危行卯1伺)

1 この条例は,公布の日から施行寸る。

(経過措織)

2 この条例による改正後の第13条の2の規定は,この条例の施行の日以後

に徴収する使用料等について適用し,同日前に徴収した使用料等については,

な浦従前の例による。

提案理由

使用料等を還付できる場合を定める等のため,条例を改正いたしたい。

、
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議案第4号

八千代市市営住宅等管理条例の一部を改正する条例の制定にっいて

八千代市市営住宅等管理条例の一部を改正する条例を次のように制定する。

令和2年6月1日提出

八千代市市営住宅等管理条例の一部を改正する条例

八千代市市営住宅等管理条例(平成9年八千代市条例第26号)の一部を次

のように改正する。

別表八千代市市営花輪団地の項を削る。

附則

この条例は,公布の日から施行する。

提案理由

市営花輪団地の用途を廃止するため,条例を改正いたしたい。

八千代市長服部友則
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議案第5号

八千代市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める

条例の一部を改正する条例の制定にっいて

八千代市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例

の一部を改正する条例を次のように制定する。

令和 2年6月1日提出

八千代市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める

条例の一部を改正する条例

八千代市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例

(平成26年八千代市条例第31号)の一部を次のように改正する。

第11条第 3項中「指定都市」の次に「若しくは同法第252条の 22第 1

項の中核市」を加える。

附則

この条例は,公布の日から施行する。

八千代市長服部友則

提案理由

放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準の一部改正に伴い,条

例を改正いたしたい。

・ 21 ・



.

.

1



議案第6号

八千代市重度心身障害者の医療費の助成に関する条例の一部を改正する

条例の制定について

八千代市重度心身障害者の医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例

を次のように制定する。

令和 2年6月1日提出

八千代市重度心身障害者の医療費の助成に関する条例の一部を改正する

条例

八千代市重度心身障筈者の医療費の助成に関する条例(昭和48年八千代市

条例第50号)の一部を炊のように改正する。

第2条に次の 1号を加える。

③精神保健及び精神障害者福祉に関する法律(昭和25年法律第123号

)第45条第2項の規定により精神障害者保健福祉手帳の交付を受け,精

神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行令(昭和25年政令第155

号)第6条第3項に定める 1級の障害のある者

附則

(施行期日)

1 この条例は,令和 2年8月1日から施行する。ただし,次項の規定は,公

布の日から施行する。

(準備行為等)

2 改正後の八千代市重度心身障害者の医療費の助成に関する条例(以下「改

正後の条仔山という。)第2条第3号の者が助成を受けようとする場合の改

正後の条例第8条の2の規定による申請及び受給券の交付は,この条例の施

行の日(以下「施行日」という。)前においても行うことができる。この場

合において,当該施行日前の申請に係る医療費の助成は,改正後の条例第7

条に規定する助成の始期にかかわらず,施行日から開始する。

八千代市長服部友則

・2



(経過捫識)

3 改正後の条例の規定は,施行日以後に行われた医療に係る贄用の助成につ

いて適用し,施行日前に行われた医療に係る贄用の助成については,な船従

前の例による。

提案理由

千葉県爪度心身障害者(児)医療給付改善水業拠補助金交付要綱の一部改正

に伴い,条例を改正いたしたい。

・ 24 ・



議案第7号

八千代市介護保険条例の一部を改正する条例の制定にっいて

八千代市介護保険条例の一部を改正する条例を次のように制定する。

令和 2年6月1日提出

八千代市介護保険条例の一部を改正する条例

八千代市介護保険条例(平成12年八千代市条例第2号)の一部を次.のよう

に改正する。

第4条第 2 項中「平成 3 1年度及び」を削り,「2 1,3 6 0円」を「1 7,

0 9 0円」に改め,同条第3項中「平成 3 1年度及び」を削り,「2 1,3 6

0円」を「 1 7,0 9 0円」に,「 2 9,9 0 0円」を「 2 2,7 8 0円」に

改め,同条第4項中「平成 3 1年度及び」を削り,「2 1,3 6 0円」を「1

フ,090円」に,「41,290円」を「39,860円」に改める。

附則

(施行期日等)

1 この条例は,公布の日から施行し,改正後の第4条及び次項の規定は, /》、

和 2年4月1日から適用する。

(経過措置)

2 令和元年度以前の年度分の保険料については,なお従前の例による。

八千代市長服部友則

提案理由

介護保険法施行令の一部改正に伴い,条例を改正いたしたい。

・・25 ・





議案第8号令和2年度八千代市一般会計補正予算(第3号)

議案第9号令和2年度八千代市一般会計補正予算(第4号)

議案第10号令和2年度八千代市介護保険事業特別会計補正予算(第2号)

議案第11号令和2年度八千代市水道事業会計補正予算(第1号)

、

・ 27 ・





議案第12号

路線の認定について

市は,次の路線を市道に認定する。

令和 2年6月1日提出

八千イ弌台北→一丁目

308番2磁

・ 29 ・

130205

路線名

130206

八千ft台北

195別泉

起

130207

八千イ弌台北

1 96号1泉

八千代市長

八千イ弌台北十一丁目

308番玲7

(地番地先)

130208

八刊弌台北

197号線

記

八千イ弌台北→一丁目

308番 3認

点

130209

八千ft台北

1 98号1泉

服

終

八千ft台北→一丁目

308番216

130210

歩行者道

58号k泉

友則

八千1弌台北→一丁目

308番 191

(地番地先)

八千1弌台北→一丁目

308番343

130211

八刊七台北

199尉泉

八千ft台北→一丁目

308番391

点

八千イt台北十一丁目

308番317

130212

八千ft台北

200号線

重要な繩過地

(翅播地鬼

八千イ弌台北汗一丁目

308番340

八千ft台北→一丁目

308番 166

玲0213

對テ者道

5 9号1泉

八千イ弌台北→一丁目

308番345

八千1弌台北→一丁目

308番293

130214

歩1テ者道T

60号線

備考

八千イ弌台北→一丁目

308番317

八千ft台北,一丁目

308番285

八千イ弌台北

201号1泉

八千ft台北→一丁貸

308番292

八千イ弌台北→一丁目

308番27フ

八劃弌台北→一丁目

308番296

八千ft台北十一丁目

308番201

八千ft台北ヨー丁目

308番285

八千ft台北十一丁目

308番27フ

部
、

整
番
理
号



130215

130216

ハ'Fft台北

202享X泉

130217

ハ'Ht台北

203号1泉

八千イt台北・1一丁麻

3081":203

130218

八千代台北

204月'泉

八千代台北八丁目

890 '排

130219

八下代台北

205易寸泉

八千代台北八丁目

372 ?砕 45

4004怖

歩行墻道

61別泉

八千ft台北十一丁目

308 '}砕 2'17

八刊t台北八丁目

372,番39

400四6

緑が丘西

127別泉

八升L台北八丁揃

914 ↑詐 3

八千ft台北八丁目

372 番28

400497

緑が丘西

128号r泉

八刊t台北八T目

372排20

緑が丘西七丁目

24番30

400四8

緑が丘西

129別泉

八千寸L台北八T目

372 ・番38

緑が丘西一丁目

400四9

緑が丘西

130号t泉

ハ'臼弌台北八丁目

372 羽〒 27

緑が丘西四丁目

400500

火和田新田

478号t泉

緑が丘西七T目

24番28

緑が丘西一丁目

16番22

8番釘

如0501

緑が丘西

1 3 1号1泉

緑が丘西一丁目

大矛口田新田字長馬章腎

785番5

1番32

40備02

緑が丘西

132号f泉

緑が丘西四丁目

緑が丘西三丁目

16番36

4005船

緑が丘西

133号"泉

緑が丘西一丁目

16番16

8番36

緑が丘西三丁目

16番26

400504

緑が丘西

134号1泉

大和田新田字長冥漸野

フフ7番1

1番38

緑が丘西三丁目

16番26

40価05

捌テ車道

62号線

緑が丘西三丁目

16番38

緑が丘西三丁目

16番71

400506

歩行車道

63号1泉

＼

緑が丘西三丁目

16番51

緑が丘西三丁目

16番40

對テ車道

64別泉

緑が丘西三丁目

16番35

緑が丘西三丁目

1-'

緑が丘西三丁目

16番舗

緑が丘西三丁目

16番14

緑が丘西三丁目

16番62

16番6

緑が丘西三丁目

緑が丘西三丁目

16番 14

16番7

・ 30 ・



500181

500182

島田台

35別泉

700563

島田台

36別泉

島田台字東桑橋台

741番80

700564

村上

262号吊泉

島田台字東桑橋台

741番140

700565

村上

263号r泉

村上字黒沢台

1975番172

700566

村上

264号子泉

島田台字東剰喬台

741番 119

村上字黒沢台

1975番91

上高野

197別泉

島田台字東桑橋台

741番 137

提案理由

開発行為により築造された道路等を市道路線として認定いたしたい。

村上字黒沢台

1975番132

村上字黒沢台

1975番62

上高野字術舌荷前

1180番1

村上字黒沢台

1975番95

村上字黒沢台

1975番96

上高野字手雨荷前

1180番16

、

゛

'31,
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議案第13号

訴えの提起について

市は,次のとおり訴えを提起する。

令和 2年6月1日提出

1 当事者原告八千代市

被告沖電気工業株式会社

三峰無線株式会社

2 事件名損害賠償請求事件

・ 33 ・

3 事件の内容

本市が平成24年5月10日に実施した消防救急デジタル無線購入の入札

において,製造販売業者である沖電気工業株式会社(以下「被告①」という。

)を含む火手5社により談合が行われ,本市が契約した被告①の販売代理店

三峰無線株式会社(以下「被告②」という。)についても被告①との共同不

法行為が認められた。

このことから,本市は当該談合がなけれぱ形成されたであろう契約金額と

実際の契約金額との差額相当額に係る賠償を請求したが,被告①及び被告②

はこれに応じない。

4 請求の趣旨

私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律印召和22年法律第54

号)第25条並びに民法(明治29年法律第89 号)第 709条及び第71

9条第 1項(不法行為)に基づき,損害賠償金として 5,フ 7 5,0 0 0円

及びこれに対する本件売買契約に係る代金支払日である,平成25年2月7

日から支払済みまで年5分の割合による遅延損害金の支払を請求する。

八千代市長服部友則

記



5 Ⅲ件に関寸る取扱い及び方創

①東京地方滋判所に対し,上記訴訟を従起する。

②上記訴訟の挺起後において,その目的を迷成するために特に必要が訪る

場合は,当水者を遡加し,若しくは変史し,又は適当と認める条件で相手

方と和何削、る。また,必要に応じて控訴,上告又はその取下げをする。

③上記訴訟は,弁護士に委任寸る。

提案理由

平成24年5月10日に実施した消防救急デジタル無線朏入の入札に船いて

談合が行われていたことにより,市は損害を被0ていることから,損害賠償請

求の訴えを提起いたしたい。

・ 34 ・

>



議案第14号

農業委員会委員の任命について

八千代市農業委員会委員に炊の者を任命したいので,議会の同意を求める。

令和 2年6月1日提出

・ 35 ・

提案理由

令和2年7月19日をもって任期満了となることに伴い,次期農業委員会委

員を任命いたしたい。

黒崎玲子

千葉県八千代市下高野

八千代市長服部友則

記

氏
住
名
所





議案第15号

農業委員会委員の任命にっいて

八千代市農業委員会委員に次の者を任命したいので,議会の同意を求める。

令和2年6月1日提出

提案理由

令和2年7月19日をもって任期満了となることに伴い,次期農業委員会委

員を任命いたしたい。

間野惠

千葉県印西市岩戸

八千代市長服部友則

記

名
所

氏
住





議案第16号

農業委員会委員の任命について

八千代市農業委員会委員に次の者を任命したいので,議会の同意を求める。

令和2年6月1日提出

・ 39 ・

提案理由

令和2年7月19日をもって任期満了となることに伴い,次期農業委員会委

員を任命いたしたい。

齋藤孝

千葉県八千代市麦丸

八千代市長服部友則
A

記

氏
住
名
所





議案第17号

農業委員会委員の任命について

八千代市農業委員会委員に次の者を任命したいので,議会の同意を求める。

令和2年6月1日提出

提案理由

令和2年7月19日をもって任期満了となることに伴い,次期農業委員会委

員を任命いたしたい。

將司 実

千葉県八千代市大和田新田

八千代市長服部友則

,41 ・

記

名
所

氏
住





議案第18号

農業委員会委員の任命にっいて

八千代市農業委員会委員に次の者を任命したいので,議会の同意を求める。

令和 2年6月1日提出

提案理由

令和2年7月19日をもって任期満了となることに伴い,次期農業委員会委

員を任命いたしたい。

小名木伸雄

千葉県八千代市神野

八千代市長服部友則

記

・ 43 ・

名
所

氏
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議案第19号

農業委員会委員の任命について

八千代市農業委員会委員に炊の者を任命したいので,議会の同意を求める。

令和 2年6月1日提出

提案理由

令和2年7月19日をもって任期満了となることに伴い,次期農業委員会委

員を任命いたしたい。

安原 清

千葉県八千代市吉橋

八千代市長服部友則

・ 45 ・ ノ

記

名
所

氏
住





議案第20号

農業委員会委員の任命について

八千代市農業委員会委員に次の者を任命したいので,議会の同意を求める。

令和2年6月1日提出

提案理由

令和2年7月19日をもって任期満了となることに伴い,次期農業委員会委

員を任命いたしたい。

花島 7早

千葉県八千代市萱田

ノ

八千代市長服部友則

・ 47 ・

記

名
所

氏
住



昂



議案第21号

農業委員会委員の任命にっいて

八千代市農業委員会委員に次の者を任命したいので,議会の同意を求める。

令和 2年6月1日提出

提案理由

令和2年7月19日をもって任期満了となることに伴い,次期農業委員会委

員を任命いたしたい。

市川和彦

千葉県八千代市佐山

八千代市長服部友則

L

・49・

記

名
所

氏
住





議案第22号

農業委員会委員の任命について

八千代市農業委員会委員に次の者を任命したいので,議会の同意を求める。

令和 2年6月1日提出

提案理由

令和2年7月19日をもって任期満了となることに伴い,次期農業委員会委

員を任命いたしたい。

稲拓 哲 也

千葉県八千代市八千代台南

・ 51 ・

八千代市長服部友則

記

ノ
、

氏
住
名
所



、
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議案第23号

農業委員会委員の任命について

八千代市農業委員会委員に次の者を任命したいので,議会の同意を求める。

令和 2年6月1日提出

・ 53 ・

提案理由

令和2年7月19日をもって任期満了となることに伴い,次期農業委員会委

員を任命いたしたい。

佐藤孝之

千葉県八千代市島田台

八千代市長服部友則

記

氏
住
名
所



'
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議案第24号

農業委員会委員の任命にっいて

八千代市農業委員会委員に次の者を任命したいので,議会の同意を求める。

令和2年6月1日提出

提案理由

令和2年7月19日をもって任期満了となることに伴い,炊期農業委員会委

員を任命いたしたい。

立石勝則

千葉県八千代市桑橋

八千代市長服部友則

・ 55 ・

記

名
所

氏
住





議案第25号

農業委員会委員の任命にっいて

八千代市農業委員会委員に次の者を任命したいので,議会の同意を求める。

令和 2年6月1日提出

提案理由

令和2年7月19日をもって任期満了となるととに伴い,次期農業委員会委

員を任命いたした'い。

鈴木正範

千葉県八千代市勝田

八千代市長服部友則

記

名
所

氏
住
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議案第26号

農業委員会委員の任命について

八千代市農業委員会委員に次の者を任命したいので,議会の同意を求める。

令和2年6月1日提出

提案理由

令和2年7月19日をもって任期満了となることに伴い,次期農業委員会委

員を任命いたしたい。

、

島村隼人

千葉県八千代市米本

八千代市長服部友則

・ 59 ・

記

名
所

氏
住





議案第27号

農業委員会委員の任命について

八千代市農業委員会委員に次の者を任命したいので,議会の同意を求める。

令和2年6月1日提出

提案理由

令和2年7月19日をもって任期満了となることに伴い,次期農業委員会委

員を任命いたしたい。

加茂太郎

千葉県八千代市米本

八千代市長服部友則

,61 ・

記

名
所

氏
住





諮問第1号

人権擁護委員の推薦につき意見を求めることにっいて

人権擁護委員に次の者を推薦したいので,議会の意見を求める。

令和 2年6月1日提出

平倉英輔

千葉県八千代市火和田新田

八千代市長服部友則

,63 ・

記

名
所

氏
住





諮問第2号

人権擁護委員の推薦につき意見を求めることにっいて

人権擁護委員に次の者を推薦したいので,議会の意見を求める。

令和 2年6月1日提出

ιノ'

塩田恭子

千葉県八千代市八千代台北

八千代市長 服 部 友則

・ 65 ・

記

名
所

氏
住
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